
障害者基本計画に基づく

「重点施策実施５か年計画」の進ちょく状況（抜粋）

～平成２２年度～

※ 障 害 者 基 本 法

第 ２ ７ 条 （ 消 費 者 と し て の 障 害 者 の 保 護 ）

第 ２ ８ 条 （ 選 挙 等 に お け る 配 慮 ）

第 ２ ９ 条 （ 司 法 手 続 き に お け る 配 慮 等 ）
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

１．啓発・広報

③ 公共サービス従事者等に対する障害者理解の促進

○ 行政機関、企業等の職 12 行政機関、企業等の職員に対し、障害者への配慮マニュアルの活用、 全省庁 ○ 警察学校や警察署等の職場において、新たに採用された警察職員に対する採用時教育の段階から、障害者施設へ

員に対する障害者理解の 各種研修の実施等により 障害の特性や必要な配慮等に関し周知を図り の訪問実習、 有識者による講話等、障害者の特性や障害に配慮したコミュニケーション等への理解を深、 、 手話講習、

一層の促進 その一層の理解と協力を促進する。 めるための研修を実施 【警察庁】。

○ 平成20年３月 「人権に配意した警察活動のための手引」を作成し、各都道府県警察等に配布して、警察職員の、

障害者に関する理解を促進 【警察庁】。

○ 障害者に対する理解の促進を図るため、国税局及び税務署に勤務する職員を対象に、障害者等への接し方を取り

入れた接遇研修 「公共サービス窓口における配慮マニュアル」の周知、外部講師によるバリアフリー研修等を実、

施している 【財務省】。

２．生活支援

① 利用者本位の生活支援体制の整備

○ 矯正施設に入所してい 19 厚生労働行政と法務行政が連携を図り、矯正施設に入所している障害 法務省 ○ 法務省と厚生労働省において，障害等により自立が困難な刑務所出所者等が出所後直ちに福祉サービスを受けら

る障害者等の地域生活支 者等について、相談支援事業を活用することなどにより、社会復帰に向 厚生労働省 れるようにするため，矯正施設内の社会福祉士等を活用した相談支援体制を整備し，福祉ニーズの掘り起こしを行

援の推進 けた地域生活支援を推進する。 うとともに，保護観察所と「地域生活定着支援センター （厚生労働省が各都道府県に整備予定）が連携して，矯」

正施設入所中から福祉サービスにつなげるための支援等を実施（平成21年度から実施 。）

法務省 ○ 帰住先が確定しないなどの理由により出所後，直ちに福祉による支援が困難な者について，全国57の更生保護施

設を受入施設として指定し，福祉の専門的資格や実務経験を有するスタッフが中心となり，福祉への移行準備及び

社会生活に適応するための実効性ある指導・訓練を実施（平成21年度から実施 。）

厚生労働省 ○ 共同生活介護事業所等において、矯正施設から障害者を受け入れる際の必要な調整等の支援に対して、障害者自

立支援対策臨時特例交付金による助成事業を創設した（平成21年度から実施 。）

○ 共同生活介護事業所等において、矯正施設退所者等について地域生活への移行のための個別支援を行うため、障

害福祉サービスの報酬改定により加算を創設した（平成21年度から実施 。）

３．生活環境

⑤ 防災、防犯対策の推進

○ 障害者の消費トラブル 72 消費者基本計画（平成17～21年度）を踏まえ、障害者の消費者トラブ 消費者庁 ○ 平成21年度は、障害者やその家族向けに防犯・防災情報を含め、消費者被害の未然防止に関する注意情報をメー

等の防止 ルの防止に向けて、国民生活センターから、消費生活相談の現場で把握 ルマガジンで25本配信した。また、メールマガジン等の情報を活用したリーフレットを作成し、民生委員や介護関

された警戒を要すると思われる悪質商法や製品事故に関する情報を始め 係者に配信し情報提供を行った。

防犯・防災情報を含む見守りに必要な情報を、障害者やその家族、日ご

ろから障害者に接している周りの方々へ迅速に届ける総合的ネットワー

クを作ることにより、地域の見守り力を高める動きを支援する。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

５ 雇用・就業

① 障害者の雇用の場の拡大

○ 各府省・各地方公共団 93 各府省・各地方公共団体において、職場実習を活用するなどして、知 総務省 ○ 各府省において実施するチャレンジ雇用を支援するため、各府省のチャレンジ雇用の実施状況等の調査研究を実

体における「チャレンジ 的障害者等が、一般雇用に向けて経験を積むための「チャレンジ雇用」 施した （平成20年度）。

雇用」の推進等 を推進する。

○ 「障害者施策推進課長会議」において「公務部門における障害者雇用マニュアル」を作成、配布した （平成20。

年度）

○ 本府省等において「公務部門における精神障害者の職場体験実習」を実施している （平成20年度～）。

○ 「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別説明会」を地方８ブロックにおいて開催した （平成21年度）。

○ 地方８ブロックにおいて「地方機関における知的障害者の職場体験実習」を実施するとともに、当該実習の成果

等を踏まえて「公務部門における障害者雇用推進に関する地方別実務研究会」を各ブロックにおいて開催した （平。

○チャレンジ雇用の推進 成22年度）

全府省で実施〔20年度〕 なお、総務省においては「チャレンジ雇用」として、20年10月より１名採用 （平成20年度）。

厚生労働省 ○ 厚生労働省における実施状況：199人（平成23年3月1日現在）

全省庁 ○ 平成21年度より「チャレンジ雇用」として７名を雇用している。また 「公務部門における障害者雇用マニュア、

ル」を関係部局に配布し 「チャレンジ雇用」に関する理解の促進を図っている 【内閣府】、 。

○ 平成20年度より知的障害者１名を雇用しており、平成22年度についても、引き続き知的障害者を１名雇用継続し

ている 【警察庁】。

○ 平成20年５月より１名採用【金融庁】

○ 公的機関における障害 94 国及び地方公共団体の障害者雇用を一層促進し、実雇用率の更なる上 厚生労働省 ○ 平成22年6月1日現在、国の機関(法定雇用率2.1%)は39機関中38機関、都道府県の機関(法定雇用率2.1%)は156機

者雇用の一層の促進 昇を図る。特に障害者雇用率の達成率が低い都道府県教育委員会での障 全省庁 関中148機関が達成、市町村の機関(法定雇用率2.1%)は2,372機関中2,448機関が達成、法定雇用率2.0%が適用され

害者雇用の取組の促進を図る。 る都道府県等の教育委員会は130機関中79機関が達成。

○公的機関の障害者雇用率 公的機関における障害者雇用率(上段)、達成機関の割合(下段（ ）内) ※〔 〕内は法定雇用率

(平成20年6月1日)(平成21年6月1日) (平成22年6月1日)

すべての公的機関で障害者雇用率達成〔24年度〕 国の機関〔2.1%〕 2.18% 2.17% 2.29%

（100.0%） （97.4%） (97.4%)

都道府県の機関〔2.1%〕 2.44% 2.48% 2.50%

（95.0%） （96.9%） (94.9%)

市町村の機関〔2.1%〕 2.33% 2.37% 2.40%

（83.9%） （87.7%） (88.4%)

都道府県等の教育委員会〔2.0%〕 1.62% 1.72% 1.78%

（55.3%） （54.3%） (60.8%)

厚生労働省 ○ 平成22年10月に、障害者採用計画の実施状況が不適正であった都道府県教育委員会22機関に対し、厚生労働大臣

による適正実施勧告を発出。
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重点的に実施する施策及びその達成目標 関係省庁 進 ちょく 状 況

７．情報・コミュニケーション

② 社会参加を支援する情報通信システムの開発・普及

○ 電子投票の実施の促進 137 電子投票システムの技術的な課題や導入団体の実施状況についての 総務省 ○ 電子投票による選挙の執行に要する経費について特別交付税措置を講じているほか、電子投票システムの型式に

調査分析を引き続き行い 地方公共団体に対して必要な情報を提供し ついて検査の申し出があった場合には、技術的条件に係る適合確認を実施する。、 、

電子投票の実施の促進を図る。


